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概 要
企業が永続的に繁栄しつづけるためには、新規事業の創造は避けて通れない道である。なぜなら時代
の流れによるパラダイムシフトや、消費者の嗜好の変化、あるいは強力な競合企業の登場により、既存
ビジネスは、いつ競争力を失い、収益を生み出すことができなくなるか分からないからである。その為、
経営者は常に既存ビジネスを確固たるものにする努力と併せて、新規事業創造に取り組まなければなら
ない。しかしながら、新規事業を創造することは、千三（せんみつ）という言葉に表されるように、う
まく行かず、壁にぶつかることも多い。
本研究はこの新規事業創造に関して、成功の度合いを高め、最終的には企業を永続的に繁栄させるこ
とを目的に研究し提言するものである。先行研究では、数多くの文献の中から、「競争戦略」、「カテゴ
リー創出」、「商品開発」、「意味的価値創出」の 4 つの視点から本研究に最適な理論を選択しレビューを
行った。その上で、「潜在ニーズに応えるのはもちろんのこと、新しいカテゴリーあるいはサブカテゴ
リーを創出することで市場創造を実現できる」、「商品の意味的価値を高めることで強い商品開発を行う
ことができる」「商品だけではなく、営業力やプロモーション力が掛け算で組み合わさることにより、
市場創造できる」との仮説を立て、成功企業研究を行った。成功企業研究は、コモディティ化が進んだ
代表的なマーケットであった家電業界において、独自のイノベーションにより、他社と明確な差別化を
行い、新しいカテゴリー創造に成功している企業を取り上げてインタビューを行っている。その結果、
成功している企業は当然のことながら潜在ニーズに応える価値提供を行っていた。また、カテゴリー創
造し、そのカテゴリーの代名詞になっている企業は、仮説通り安定したビジネスを展開できていること
が判明した。価値づくりに関しては、意識が強い企業と、そうでない企業と明確に分かれた。価値づく
りができている企業は、ブランドスイッチを起こしにくいので、創出した新たなカテゴリーをしばらく
は守ることができる。しかし、意識していないのに結果的に価値づくりができるケースもあったが、価
値づくりは強い参入障壁の一つでもあるので、これが出来ていない企業は自ら創出した新たなカテゴリ
ーを、安易にフォロワーの大企業に乗っ取られる危険性も明確に浮かび上がった。
今回、仮説に上げていなかったが、成功企業研究を通じて浮かび上がった大きな要素がいくつかある。
それが、理念と、リーダーシップと、仕組みづくりが重要であるということである。企業の理念が土台
にあり、それに基づきリーダーが方向性を明確に打ち出している企業は、商品開発も、その商品を育て
るための営業力やプロモーションにも一貫性がありぶれることがない。またパートナー会社と協業体制
を築き、共に反映できる仕組みづくりが大切である。
最後に、応用と提言では、この仕組みをチャート化して可視化すると共に提言としてまとめている。
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3第一章 序文
新規事業創造は経営者にとって永遠のテーマである。起業したばかりのアントレプ
レナーが自ら開発した商品やサービスで事業を創造するとき、あるいはあるビジネス
で成功し、次なる発展のために新規事業創造に取り組む際に、または残念なことに現
状のビジネスが低迷し、起死回生のために新規事業創造に社運をかけるしかない時に、
常に実現しなければならないことが新規事業創造なのである。ただしベンチャー企業
や新規事業の世界では、千三（せんみつ）と言われる言葉が存在するように、千に三
つでも成功すれば御の字であるというシビアな世界でもあるのである。
本論文は、著者の所属する企業における新規事業創造の課題を克服することと併せ、
千三（せんみつ）といわれる新規事業創造の可能性を高め、成功事例を増やすことで、
最終的には社会をより良いものにしたいとの思いから研究を進めたものである。
特にベンチャー企業においては自分の信念に基づき無我夢中で突き進むものである
が、時として客観的にマーケットや顧客ニーズを見ることができなくなることもある
だろう。また技術ベンチャーの場合は、自社技術への思い入れが強く、時として顧客
ニーズに応えることより自社のシード技術にこだわることが優先されてしまい、結果
的には市場に受け入れてもらえないケースも多く聞こえてくる。また、自分たちの革
新的なアイデアで市場創造に成功したとしても、次に同じように成功できるとは限ら
ない。時としては不思議なことに、初めの成功時より人や資金など、使えるリソース
も潤沢なはずなのに、2 回目はうまくいかないことも多いものである
では、どのようにしたら、市場創造に成功するのであろうか。この論文では 2 つの
アプローチから研究を進めた。1 つ目は市場創造に関する先行研究からのアプローチ
である。これは過去の文献を戦略やイノベーションマネジメント等のカテゴリーに分
けて研究を行った。2 つ目は、そこから得た仮説を元に、成功企業に関する研究を行
った。これは主にインタビューを基礎としている。そして、ここから得た情報を元に
最終的に筆者の考察を構築している。
4第二章 日本市場における市場創造
第一節 日本市場における新規市場創造の困難性
日本市場は、一般的に成熟した市場と言われている。高度成長時代を経て一億総中
流世帯となり、あらゆる家庭に通常必要なモノはすべて行き渡たり、さらにバブル時
代には、高価なモノ≒高付加価値な最先端なモノの情報が行き渡ることとなった。そ
のような時代を通じて日本の消費者の目は肥え、モノを見る目は厳しくなったのであ
る。その結果、モノに対して要求するクオリティはとても高くなることとなった。
また、日本固有の特殊な市場が生まれることもある。特殊な法規制により自動車業
界に軽自動車規格が生まれ、大きな市場を形成することもあれば、メーカー横並びの
排気量自主規制（当然のことではあるが政府の指導によるものである）により、オー
トバイのナナハン（750cc 大型バイク）のような他国とは異なる市場が生まれること
もあるのだ。最近では通信業界におけるフィーチャーフォン（ガラケー）など、グロ
ーバルスタンダードとかけ離れたカタチで独自に商品が進化し、その特殊性から「ガ
ラパゴス化」という言葉まで生まれたことは記憶に新しい。
また基本的に単一民族で米国などに比べると多様性は少ない。ヒット商品がひとつ
生まれ、トレンドが形成され始めると、各メーカーは独自の商品開発に磨きをかける
のではなく、ヒット商品を真似たフォロワー商品を市場に投入し、少しでもそのカテ
ゴリーでシェアを獲得することに全力をかけることがとても多い。これにより同様の
商品が多数市場に投入され、コモディティ化が進み、結果的にメーカー間での価格競
争が激化し、各メーカーの収益性が悪化する負のスパイラルが一気に加速するのであ
る。
淺羽（2002）1は、このような模倣は世界中の多くの産業で観察される現象であるが、
特に日本企業はそれが最も顕著な行動特性の一つであると考えられるほど、ライバル
企業と同じ行動をとることが頻繁に行われると指摘し、その行動特性を「同質的行動」
と定義した。
家電業界においても、AV（黒物）分野は技術開発を進め、CD や DVD、ブルーレイの
ような新しい規格を提唱し、その規格がディファクトスタンダードを獲得すると、初
期のある一定期間は提唱したメーカーが先行優位を保つ。しかし、すぐにフォロワー
メーカーの同質的行動により、コモディティ化が進むのだ。特に最近のデジタル機器
は部品のモジュール化により、積み上げたすり合わせ技術の参入障壁は築けず、先行
優位期間は極めて短くなり、すぐにコモディティ化へ突入し、各社の消耗戦が繰り広
げられるのである。
片や生活家電（白物）分野はどうであろうか。このジャンルは長期に渡り革新的な
技術革新が少なかったこともあり、既存メーカーの商品開発は既存商品の外観変更（コ
スメティックチェンジ）が主になることが多かった。消費者に対しての新しい価値提
案を行うことは少なく、新規の市場創造を行うことは稀であったわけである。
1淺羽茂 (2002/6)『日本企業の競争原理』東洋経済新報社 P.1
5しかし昨今、外資系メーカーやベンチャー企業による、市場創造に成功した事例を
目にすることが増えた。これらはどのように生まれ、存在感を増してきたのであろう
か。
第二節 本研究の目的と期待する成果
前頁に記載したように、競争の激しい家電業界において、一部の外資系メーカーや
ベンチャー企業が独自の商品を投入し、市場創造に成功している。このいくつかの市
場創造に成功した事例の成功要因を明らかにすることで、消費者の目が肥え、競争が
激しく、成熟した日本の市場においても、新規市場創造を成功させることを目的とす
る。
研究手法としては、はじめに市場創造型事業創造に関連する先行研究を行い、市場
創造の構造的理論を明らかにする。
次に、その先行研究から仮説を立てた上で、実際に家電市場において市場創造に成功
している企業を対象に成功事例研究を行い、仮説を検証し、成功の要因を導き出すも
のとする。
第三節 市場創造型事業と成功の定義
市場創造型事業とは、以下の 2 つのうち、どちらかを実現するものと定義する。
（１）潜在ニーズに応える新事業を展開し、まったく新しい市場を創造する。
（２）既存商品との差別化を行い、独自のポジションを築くことで、新たな市場を
創造する。
また、成功の定義は、上記どちらかの市場創造型事業により、新たな市場を創造す
ることであるが、その中でも高価格・高付加価値での展開し成功し、独自のブランド
と先行優位ポジショニングを築くことにより、他社の追随を難しくし、長期に渡って
安定したビジネスを構築していることとする。
特に今回の企業研究を行う家電ジャンルでは、独自のブランドとポジショニングに
よりカテゴリーを創造し、年商 30 億円規模以上を実現した企業を対象とすることとす
る。
6第三章 先行研究レビュー
第一節 先行研究について
今回の研究を行うにあたって、数多くの文献と向き合うことになった。まず始めた
のが新事業を生み出す領域であり、コーポレートベンチャリング関連である。ここを
起点に幅を広げて、コーポレートベンチャーキャピタル関連、イノベーションマネジ
メント関連、カテゴリー創造関連、商品開発・マーケティング関連の文献を精読した。
そのレビューを通じて、整理された思考としては、やはり原点には競争戦略があり、
その競争戦略を実現するためのカテゴリー創造、さらにそのカテゴリー創造を行うた
めの商品開発、さらに商品開発も単なるものづくりではなく、より顧客と結びつきを
強化するための価値づくりが必要であると、ドリルダウンすることになった。その一
連の先行研究レビューを次節から行うものとする。
第二節 競争戦略の基本的な考え方
ポーター（1982）2は、企業間における競争で他社に打ち勝つには、3 つの基本的な
戦略があるとした。その戦略とは次頁図表 3−1 で示した（1）コストリーダーシップ戦
略、（2）差別化戦略、（3）集中（ドミナンス）戦略の 3 つである。
場合によっては、これらのうちの２つ以上を主目標にしてもうまくいくこともある
が、それは稀であるとしている。通常は主目標を一つに絞り込むことで、心構えと組
織のベクトルが一本化され、目標に向かって邁進し、競合に打ち勝つことができるの
である。
その中でも、市場創造型の事業創造の場合は、どうであろうか。市場創造を行うに
は、消費者の潜在的なニーズをつかみ、既存の商品やサービスとは異なる価値提供を
行い、潜在ニーズに応える必要があると考えると、差別化戦略を主目標とすべきであ
ろう。ポーターは、差別化戦略とは自社の製品やサービスを差別化して、業界の中で
も特異だとみられる何かを創造しようとする戦略であると定義付けている。差別化の
ための方法には、製品設計やブランド・イメージの差別化、テクノロジーの差別化、
製品特徴の差別化、顧客サービスの差別化、ディーラーネットワークの差別化等があ
り、理想的には複数の面で差別化するのが良い。
2 M・E・ポーター、土岐坤・中辻萬治・服部照夫 訳 (1995/3)『 (新訂 )競争の戦略』ダイ
ヤモンド社 P.61
7図表 3-1 競争戦略、3 つの基本戦略
（出所）M・E・ポーター (1995/3)『(新訂)競争の戦略』ダイヤモンド社
さらに、これまでにない市場創造型の事業創造においては、認知も理解も無いとこ
ろから、差別化を行った上で、最も可能性の高い消費者にターゲットを絞り、浸透さ
せることから始めることが必要である。そのように考えると、図表 3−2 に示した、差
別化戦略を主目標にしながら、特定セグメントからドミナンスを築いていくのが良い
のでないかと考えられる。
図表 3-2 市場創造型事業創造が選択すべき戦略
（出所）M・E・ポーター (1995/3)『競争の戦略』ダイヤモンド社に筆者加筆
8第三節 カテゴリー創出
イノベーションによる成長戦略に関する論文や書物は多いが、アーカー（2011）3は
カテゴリー創出について、「ブランド・レレバンス」という概念を使い、見事に論じ
てみせた。レレバンスとは関連性や適切性を意味するが、そのブランドの属するカテ
ゴリーとの関連性や適切性が、消費者があるブランドを選択することに、大きな影響
を与えるということである。この消費者が購買対象を選択する流れを、アーカーは図
表 3−3 の 4 つのステップで説明している。  
図表 3-3 ブランドレレバンスとブランド選好性
（出所）デービッド・A・アーカー (2011/11)『カテゴリー・イノベーション』ダイヤモンド社
消費者は何か購買対象を選択する場合、はじめにカテゴリーを選択する。例えばク
ルマが必要になり購入するケースの場合、ライフスタイルや用途に応じて、セダンな
のか、SUV なのか、ミニバンなのかのカテゴリーを選択する。そして例えば、ミニバ
ンというカテゴリーを選択すると、次に予算や道幅・駐車場などの諸条件から、ファ
ミリー向け 5 ナンバーミニバンなのか、高級大型ミニバンなのか、のサブカテゴリー
を次に選択する。そして高級大型ミニバンカテゴリーから検討するブランドをいくつ
か選ぶ。このカテゴリーからブランドを想起されることを、カテゴリーとレレバンス
があると定義しているのだ。仮にレレバンスのあるブランドとして、日産エルグラン
ドと、トヨタ・アルファードが机上に上がったとする。そして最終的には検討ブラン
ドであるその 2 つのブランドから、ブランド選好性により、最終的に自分の気に入っ
た日産エルグランドを選ぶといった具合である。
ここで重要なのは、自社商品が、消費者が選択する最初のカテゴリーに、ブランド・
レレバンスが高いかどうかで、消費者に選択されるかどうかが決まってしまうという
点である。このミニバンのケースでは、高級大型ミニバンカテゴリーに日産エルグラ
ンドのブランド・レレバンスが高いので検討ブランドに入ることができたわけだ。
さらに、新規事業創造の視点で見てみると、1）従来と異なる消費者が魅力に感じる
ようなカテゴリーをどう創るか、2）いかにそのカテゴリーまたはサブカテゴリーの代
名詞になるようにするか、3）またいかにその形成されたカテゴリーを管理していくの
3 デービッド・A・アーカー、阿久津聡 監訳 (2011/11)『カテゴリー・イノベーション』
ダイヤモンド社 P.33, P.66
9か、が大事であると言えよう。これは例えば、先に述べた日産エルグランドの場合は、
ファミリー向けミニバンか業務用バンしかなかった時代に、エルグランドを市場投入
し、高級大型ミニバンというサブカテゴリーを形成したことにより、「高級大型ミニ
バン ＝ エルグランド」という構図を作り上げ、管理し続けているということである。
その結果エルグランドは 1997 年の登場以来、高級大型ミニバンの代名詞となり続けて
いるのである。
アーカーは新しいカテゴリーやサブカテゴリーを形成することが、戦略的に先行優
位性を構築する為の重要なポイントとしている。それは独自のカテゴリーを築くこと
により、競争相手がまったく、もしくはほとんどいなくなるために高い投資収益率が
得られる可能性が高まるからである。アーカーの研究によると、数十年にわたって平
均すると、並外れて高い利益率は、新事業分野を支配した企業が達成しているのであ
る。さらに他社に先駆けて参入した企業には、新しい製品・サービスやブランドに対
する顧客ロイヤリティを構築できるチャンスが生まれるからでもある。
それでは、どのように新しいカテゴリーやサブカテゴリーの形成を導く新製品を開
発すれば良いのであろうか。アーカーは 4 つの相互に関連する課題に落としこみ、そ
れぞれの課題に取り組まなければならないと定義づけた。その 4 つの課題とは（1）コ
ンセプトの創出、（2）コンセプトの評価、（3）新しいカテゴリーあるいはサブカテ
ゴリーの枠組みを決める、（4）他社に対する参入障壁をつくる、ことである。（図表
3−4） 
図表 3-4 新しいカテゴリーを形成する新製品開発の 4 つの課題
（出所）デービッド・A・アーカー(2011/11)『カテゴリー・イノベーション』ダイヤモンド社
まずコンセプトをつくることから始まるが、どのようにアイデアを生み出すのか。こ
のプロセスの鍵を握るのが「満たされないニーズ」と「組織のクリエイティビティ」
とされている。本格的あるいは革新的なイノベーションを導くためには、まずは満た
されないニーズを探り出し、それに応えるための製品開発を模索するべきだ。それは
顧客に受け入れられる可能性が、きわめて高いからである。また、その為の商品コン
セプトを生み出すには、さまざまな手法を組み合わせながら組織のクリエイティビテ
ィを最大限発揮させることにより、コンセプトメイクをすることが必要なのである。
10
コンセプトが創出できたら、次に評価しなければならない、その評価ポイントは、
「市場はあるのか」「競争し、勝つことができるか」「市場トップの座を長く守れる
か」の 3 点である。この 3 点について各種調査により市場トレンドや顧客の受容性を
調べ、製品開発が平行して進んでいるのであればβテストを行い、本当に顧客が求め
ている潜在ニーズが存在するのか、あるいはそのニーズに応えたものになっているの
かを確認するのである。これらの活動により、新しいカテゴリーあるいはサブカテゴ
リーを創出できるかどうか見極めていくのである。
新しいカテゴリーあるいはサブカテゴリーを創出し、形成することができれば、ブ
ランド・レレバンスにより、競合他社は参戦資格を失うか、土俵の隅に追いやられる。
さらに、その後に重要な事は、継続的なイノベーションやマーケティングを軸にカテ
ゴリーを発展させ、カテゴリーの定義とポジショニングを強化するなど、長期にわた
って積極的に管理することが重要である。これにより、短期的にも長期的にも競合企
業を、顧客の購入時における検討対象から排除することが可能なのである。
ただし、いつまでも安泰なわけではない。競合会社はフォロワー戦略を取り、先行
商品が築いたカテゴリーとのレレバンスの高い同様の商品を投入しようとするであろ
う。それを阻止するためにも参入障壁を早期に構築することが必要なのである。アー
カーはこの参入障壁の築き方について、（1）投資障壁、（2）ベネフィットを独占す
る、（3）顧客との関係性、（4）ブランドをカテゴリーあるいはサブカテゴリーと強
力に結び付ける、の 4 つあるとした。投資障壁は、競合にとって製品の開発が技術的
あるいは経済的に魅力がない、もしくは実現不能にする障壁である。これは知財や特
許で守られた技術イノベーションを実現することや、先行優位を最大限活かし、事業
規模を早期に拡大しスケールメリットで競合の追随を許さない、あるいは先行優位ブ
ランドを最大限活かすことで実現でき、得られるベネフィットを独占できるのである。
また機能的価値を超えたところでブランドと顧客を結びつけることができると、参入
障壁としては強固なものになり、競合が参入することは極めて難しくなるのである。
そして最終的にはブランドをカテゴリーあるいはサブカテゴリーと強力に結び付ける
ことでそのカテゴリーの代名詞（プロナウン）となることができるのである。ゼロッ
クス、セロテープ、ポストイットなどようにブランド名が代名詞としてカテゴリー名
となると、競合が参入しても他社製のゼロックスやセロテープやポストイットでしか
なくなり、競合に対して圧倒的に強固なポジションを維持できるのである。
以上のように、ブランド・レレバンスを考慮し、新しいカテゴリーやサブカテゴリ
ーを創出することにより、競争力を高め収益性をアップさせることができるのである。
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第四節 市場創造型商品開発
前節でアーカーによる新カテゴリーあるいはサブカテゴリー創出の意義と生み出し
方について触れた。ここでは具体的なカテゴリー創出を可能にする市場創造型商品開
発について述べることとする。商品開発の分野ではさまざまな文献があるが、梅澤伸
嘉（2004）ヒット商品開発、（2008）ヒット商品打率、に記されている MIP(新市場創
造型商品)理論4が、市場創造型商品開発については、長期に渡り成功する商品開発理
論として上手く構築されている。梅澤（2004）はアーカー同様、既存市場で競合とシ
ェアを奪い合うのではなく、既存市場の外に新しく市場を生み出せば、必然的にシェ
ア No.1 になり、競合企業と戦うこと無く高収益をもたらすとしている。その市場創造
型には、MIP 商品開発が成功率を高めるとしている。
ここでの成功商品の定義は、長期間にわたって企業に利益をもたらしつづける商品
のことである。それは長期間、カテゴリーシェア No.1 を続ける商品によってもたらさ
れるとされている。MIP とは「Market Initiating Product」のことであり、新市場を
誘発・起爆することにより新市場創造できる商品という意味である。梅澤は過去の商
品開発の根本的な問題点は、「成功商品の定義が無い」ことであるとし、「成功商品
の定義が無い」ため、「成功率の推移が不明」であり、「成功の目標」がたたず、「成
功率が向上しない」と課題を指摘したのである。故に新商品開発においては、（1）毎
年コンスタントに利益が得られること（2）長期間シェア No.1 を保つ商品を開発する
こと（3）開発する商品の成功率の向上を目指すこと（4）長寿化を目指すこと（5）自
社の成功率の低さを知ること（6）成功率を高める方法をもつこと（7）成功商品の定
義を決めること、の 7 つが重要な課題であるとしたのである。
図表 3-5 C/P バランス理論
（出所）梅澤伸嘉(2009/12)『ヒット商品開発』同文館出版
4梅澤伸嘉(2009/12)『ヒット商品開発（第二版）』同文館出版 P.23, P.93, P125
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 具体的な理論としては、前頁図表 3−5「C/P バランス理論（梅澤 1984）」と、図表
3−6「売上理論（梅澤 1986）」の 2 つに注目したい。「C/P バランス理論」は 10 年に
渡り成功する商品の相関関係を研究し、その後も 20 年間近く検証し続けている理論で
ある。C/P バランス理論は、商品力を構成する要素として「買う前に欲しいと思わせ
る力」と「買った後に買って良かったと思わせる力」から成り立っており、前者を「商
品コンセプト（C）」後者を「商品パフォーマンス（P）」と定義付けたものである。
この（C）と（P）が共に高くないと「売れる商品」にならないことを導き出した。つ
まり、消費者は購入するときに商品コンセプトで 1 度判断し、購入という行動に移る
が、さらに購入後のパフォーマンスによって 2 度目の判断をし「買ってよかった」と
の満足度が高いと、口コミやレビューで評判を広げると共に、さらに再購入に至るの
である。この 2 つの要素の組み合わせによって、長期に渡って売れ続ける商品に育っ
ていく事になるのである。
ただし、商品があればそれで黙っていても売れることになるとはしていない。そこ
で登場するのが「売上理論」である。
図表 3-6 売上理論
（出所）梅澤伸嘉(2009/12)『ヒット商品開発』同文館出版
売上理論は、「商品力」を＜基本要素＞、「販売力」と「広告力」を＜最大化要素
＞、と定義付け、これらの掛け算によって売れる状態を作り出す、としたことである。
あくまで商品力が基本要素であるため、これがしっかりしたものでないと成功は難し
い。ただしその商品力のある商品をどこまで伸ばせるかは、販売力と広告力次第なの
である。したがって、商品力が弱くても販売力と広告力があれば、商品が売れるなど
という誤った認識にはならないのである。
ここで定義している販売力は、配荷力でもあり営業力でもある。流通と厳しい交渉
を行い、どのようなチャネル施策を行い、商品配荷し、販売促進をかけ、Sell-Through
をいかに高めていくのか、と言い換えることができる。また広告力は告知力であり、
広告や PR などの ATL(Above the line)の活動と、店頭 POP などの BTL(Below the line)
の活動を通じて、商品力を消費者に広く伝え、理解してもらう活動であると言える。
これらを掛け算で行うことにより、「売れる状態」を築きあげるのである。
このように MIP 市場造像型商品は商品開発もさることながら、販売力や広告力など
のチャネル施策やプロモーション施策も最大化要素として重要視していることが特徴
である。
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第五節 意味的価値
ここでは「意味的価値」との概念を使い、顧客との結びつきを強化することと、商
品価値をさらに高いものにする、という観点で考えてみたい。
延岡（2011）5は日本の製造企業は「ものづくり」は得意でも、それを高い業績に結
び付けることができないことが長年の課題であると指摘をした。その上でこれまでと
同じ単なる「ものづくり」だけではだめであり、必要なことは、高い価値を生むもの
づくりであり、それを「価値づくり」と定義付けている。そして、その価値づくりに
必要なことは、革新的な技術開発や優れた機能を持った商品開発がベースとして必要
であるが、その企業にしかできない技術や商品を目指し、顧客にとって真に価値の高
い商品を提供することが重要であるとしている。その顧客にとって真に価値の高い商
品は、顧客ニーズを満たしていることはもちろんであるが、顧客ニーズを越えて、「顧
客が本当に喜びわくわくするような価値」を新たに提供することが「価値づくり」で
ある。このような価値づくりはどのように構成されているのかを示したのが図表 3−7
である。
図表 3-7 価値づくりの関連性
（出所）延岡健太郎(2011/9)『価値づくり経営の論理』日本経済新聞出版社
価値づくりも、ものづくりが起点になる。ただし、ものづくりだけでは価値づくり
にはならない。自社企業内部の「ものづくり」と、企業外部の顧客に対する「顧客価
値」と、競合企業に対する「独自性」の三つの要素で構成されるのである。
ただし、近年の傾向として、これまでの技術ありきのものづくりでは価値づくりに
繋がらなくなってきたのである。過去には技術の進歩がそのまま顧客の利便性に直結
し、顧客価値を提供できていた。しかし必要な機能が行き渡った現在においては、ス
ペックの進化だけでは顧客価値の向上にならないのである。ここを企業が見誤ると、
コストを掛けて商品を進化させても、顧客の対価を払う支払い意思とギャップが生じ
てくるのである。このため、スペック的な機能の高さによる「機能的価値」ではなく、
顧客の解釈と意味づけによって創られる「意味的価値」を高めることが、今の時代は
必要とされているのである。
5延岡健太郎(2011/9)『価値づくり経営の論理』日本経済新聞出版社 P.32, P.123
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 図表 3−8 の意味的価値創出の 2 ステップによると、意味的価値については、誰にで
も受け入れられる客観的な価値はコモディティ化され、主観的な価値はニッチセグメ
ント商品や高級品に分類される商品であり顧客層が限られるとされている。
図表 3-8 意味的価値創出の 2 ステップ
（出所）延岡健太郎(2011/9)『価値づくり経営の論理』日本経済新聞出版社
ただし、どちらかに限定されるものでもなく、主観的な価値を汎用化し大量の顧客
を生み出すことも可能なのである。それが矢印で示した（1）（2）の流れである。こ
れは特定の顧客層で意味的価値を高めて、その後大量の顧客も同様に主観的な意味的
価値を高めるやり方である。
これは、ニッチなセグメントでカテゴリーを作り出すことにもつながるので、前節
までで述べたニッチ戦略やカテゴリー創造で述べていることと重なる部分も多いので
ある。
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第六節 先行研究まとめ
前節までの先行研究を通じて、市場創造を行うには、いくつかのポイントが有るこ
とが判明した。その内容をまとめると以下になる。
① 先行優位を築いているブランドに勝つには、自社の競争戦略に基づき、先行ブ
ランドとの差別化を行い、独自のポジションを築くことが重要である。
② 独自ポジションの最たるものが、既存カテゴリーとは異なる新たなカテゴリー
を創造する、もしくは既存カテゴリーの中にサブカテゴリーを築き、そのカテ
ゴリーでドミナンスポジションを築くことである。
③ カテゴリー王者として君臨し、圧倒的な先行優位を築くことができると、その
カテゴリーのプロナウン（代名詞）になりブランドとしては盤石なものになる。
④ 商品開発は、単なる「ものづくり」ではなく、「価値づくり」が需要である。
⑤ 価値づくりのできる商品開発ができたとしても、その商品を基本要素として、
営業力やプロモーション力の要素を掛け算で組み合わさることにより、価値づ
くりも新しいカテゴリーも創出できる可能性が高まる。
 図表 3−9 は先行研究を元に筆者が作成したものである。 
図表 3-9 カテゴリー形成による新市場創造
（出所）先行研究を元に筆者作成
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 新市場創造型の事業創造は、この図表 3−9 に集約することができるであろう。競合
ブランドと差別化を行い、まったく新しいカテゴリーか既存カテゴリーの中にサブカ
テゴリーを創り参入障壁を築くと同時に、意味的価値を高めることで、確固たる新市
場を創出でき、長期に渡り高い利益を生み出すことができるのである。新たに市場創
造を行う場合はこの図表のどこに自分たちはポジションを取るのか、方向性を明確に
し、商品やサービスの開発に着手することにより、ベクトルがぶれること無く進捗さ
せることができるであろう。
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第四章 市場創造型事業創造要件の仮説
第一節 家電業界における市場創造型事業創造要件の仮説
先行研究を通して得た、前章第六節の考察を前提に、家電業界における市場創造型
事業創造に成功した仮説を以下と定義づける。
＜仮説＞
仮説１：消費者の潜在ニーズに基づき商品開発を行うことは当然であるが、
まったく新しいカテゴリーあるいはサブカテゴリーを創出することを意
識して商品開発を行うことにより、市場創造を実現することができる。
仮説２：商品開発を行う際に「ものづくり」だけではなく「価値づくり」を
考え、「意味的価値を高めること」により、消費者との結びつきが強い
商品開発を行うことができる。
仮説３：開発された商品だけではなく、営業力やプロモーション力が掛け算
で組み合わさることにより、市場創造を実現することができる。
成功企業研究は上記仮説に基づき、インタビューを行い、実際にどのように商品開
発とプロモーションを行い、市場創造に成功したかを明らかにする。
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第五章 成功企業研究
第一節 家電業界で市場創造に成功した企業と創出したカテゴリー
前頁の仮説に基づき、家電業界において市場創造に成功した企業にインタビューを
行い、仮説の検証を行う。
今回研究する企業と、創出したカテゴリー（サブカテゴリー）は、以下の 5 つであ
る。
図表 5-1 成功企業研究リスト
企業名 創出したカテゴリー
ボーズ プレミアムオーディオ
ダイソン
アイロボット
サイクロン式掃除機、羽のない扇風機
ロボット掃除機
バルミューダ プレミアム扇風機
レイコップ ふとんクリーナー
（出所）筆者作成
また、創出した各カテゴリーでの企業と製品ライフサイクルにおけるポジションは
次の図表 5−2 と 5−3 であると想定される。 
図表 5-2 創出した各カテゴリーにおける企業と製品ライフサイクルのポジション
（出所）筆者作成
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図表 5-3 各カテゴリーにおける企業と製品の状況
企業名 各製品のライフサイクルにおける状況
ボーズ
間違いなくトップブランドであるが、ピークを過ぎて
きており、新たなイノベーションが必要。
ダイソン
ピークに位置している。非連続イノベーションを起こ
し、空調機器等の他カテゴリー開発に力を入れている。
アイロボット
ロボット掃除機としては、近い将来にピークを迎えるこ
とが想定されるため、新たなイノベーションが必要。
バルミューダ
レイコップ
市場創造をほぼ成功しつつある段階、今後の継続性が求
められている。
（出所）筆者作成
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第二節 インタビュー項目
家電業界における市場創造に成功した企業に対するインタビューは、仮説を踏まえ
た上で、図表 5−4 に基づき確認を行った。 
図表 5-4 成功企業インタビュー確認項目
項目 内容
商品
商品特徴、生み出したきっかけ、STP
何が競争力の源泉で市場創造できたか。
組織 会社概要、トップ人物像、プロジェクトチーム体制
理念
理念の有無、コアバリューは何か。
生活者・消費者に伝えたいもの。
プロモーション
広告、PR、販促
どのようなプロモーションを行ったか。
営業・チャネル
営業体制、流通（チャネル）体制
代理店の有無
顧客・ユーザー 顧客像、満足度、顧客ロイヤリティ
（出所）先行研究を元に筆者作成
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成功企業事例研究１： ボーズ
＜会社概要＞
社名 ボーズ・コーポレーション
創設者 アマー・G・ボーズ博士
所在地 米国マサチューセッツ州 フラミンガム
設立 1964 年
従業員数 約 1 万名
事業内容 音響機器の製造販売
社名 ボーズ株式会社 （BOSE.KK）
代表者 挽野 元、（30 年に渡り会社を牽引したのは佐倉社長）
所在地 東京都渋谷区円山町 28-3 渋谷 YT ビル
設立 1984 年
従業員数 約 100 名
事業内容 ボーズ製品の輸入販売
マサチューセッツ工科大学(MIT)の教授である、アマー・G・ボーズ博士が、音響に
関する独自の理論『アコースティック・ダイレクトリフレクティング理論』を生み出
し、この理論をベースに 1964 年に MIT の研究室の一室に設立されたのがボーズ・コー
ポレーションである。ロゴ下のブランドスローガン「better sound through research」
が示すとおり、半世紀に渡るボーズの歴史は研究開発の歴史と言っても良いほど研究
開発に利益を再投資し、独自の音響理論や音響技術に磨きをかけている企業である。
＜商品＞
独自の理論に基づいたスピーカーやオーディオセット製品を生み出おり、小型軽量
ながら音質がよく、世界中でベストセラーになっている。最近では iPod やスマートフ
ォンの市場の伸びと併せてヘッドホンの販売量が非常に伸びている。
30 年前の日本法人設立以来、日本のニーズに合わせた商品改善や、新しい使い方提
案を行ってきた。大きく重いスピーカーでないと良い音が出ないとされていた市場に
対し、小型軽量の商品特性を活かすための天井から吊るすアタッチメントを開発し、
レストランやバーなどで素晴らしい音を提供するスピーカーとの独自のサブカテゴリ
ーを創出したのである。その他にも家庭のリビングに拡販するために、あるときは外
装を木目調にする商品改良を日本で行い、またあるときは小型のアンプとのセット販
売などを企画し、OEM メーカーから部材を調達してまでも、日本市場のニーズに応え
る努力を行ってきた。しかし現在はほぼすべての製品は米国の商品企画であり、自社
工場で生産されている。
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＜組織＞
ボーズ社本体が音響に関する課題に対し、徹底的な研究開発で解決策を探る DNA を
築き上げていることに対し、日本法人であるボーズ株式会社は日本市場の独自のニー
ズに応えるべく、組織を進化させていた。米国本社製品の販社の立ち位置から、独自
の研究開発部門を設けるまでになり、日本のニーズに応えるべく製品化を推進する組
織に変革していったのである。これらを推進したのが長年に渡り日本法人社長を歴任
した佐倉社長である。いくつか会社を経験した後に日本企業の米国取締役などを歴任
していた佐倉社長に、ボーズ博士が白羽の矢を立て、ボーズ博士から直接、日本市場
の立ち上げの依頼をしたのだ。日本法人であるボーズ・アジアリミテッド社長に就任
してから 30 年間、ボーズの日本法人を率いてきた。店舗向けに佐倉社長の企画し、米
国ボーズ社に依頼をかけ開発した BOSE101MM は長きに渡り大ヒットとなった。日本で
のボーズ製品の新カテゴリー創出は佐倉社長のリーダーシップ無くしては実現できな
かったであろう。
＜理念＞
ボーズには次の企業理念がある。
Who We Are, What We Believe.
THE ESSECE AMD VALUES OF BOSE CORPORATION
Bose には「さらに上を目指す」という情熱がある
① 新しいコンセプトの発見や新製品開発のために、最高水準の科学的研究と発明
に注力する
② お客様のために、有意義でユニーク、かつ楽しめる体験の場を提供する
③ 卓越性を追求し、最大限のポテンシャルを発揮できる環境を求め続ける
（詳細は Appendix 参照）
良い製品を生み出すために、社内への理念の浸透は徹底的にされている。佐倉社長時
代には、日本のボーズ株式会社でも毎朝の朝礼でこの理念の共有していたそうである。
外へ告知する前に、まず社内からブランディングを行う文化が定着している。
＜プロモーション＞
ボーズのプロモーションは意味的価値を上げるものと、製品理解を促すものとに二
分される。意味的価値を上げるものとしては、80 年代に飲食店に 101 スピーカーを拡
販した際に、もともと黒いスピーカーネットだったところに、大きく BOSE ロゴを前面
に貼り付けることにより、店舗に置いて独自のブランディングを行った。これにより
最先端のカフェバーのおしゃれで高音質なスピーカーとの意味づけを行い、家庭リビ
ングでも同様に使いたいという潜在ニーズを高めることに成功したのである。
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また製品理解については、「最良のエクスペリエンス」の提供することを目指して
おり、その為店頭では徹底したデモンストレーションを行うことを現在でも最優先し
ている。これはボーズ博士が自ら販売を見ていた時代から大事にされていることであ
る。いかなる時でも、いかなる場所でも「最良のエクスペリエンス」を提供できるよ
うに、デモ用の什器は徹底的に自動化されている。これはその商品の最高のパフォー
マンスを体験できるように、ボタンを押せば、組み込まれたデモ用の音源や映像が再
生される仕組みである。このデモ用のコンテンツを作り上げるために、自社内にスタ
ジオを持っているほど、見せ方と音と映像のクオリティにこだわっているのである。
これにより、世界中の店頭において、ボーズが生み出した最高のパフォーマンスを同
じクオリティで見せることが可能になったのである。
またプレス向けのイベントでは「WOW!（ワオ！）」と驚かせることに注力している。
例えば超小型のスピーカーの発表会では、発表する商品にベールをかけて隠し、隣に
ケーブルが繋がれていない大型のスピーカーを置いて、超小型スピーカーを稼働させ、
見ている記者の人たちはその低音が効いた素晴らしい音に、てっきり比較用の隣の大
型スピーカーから音が出ていると信じ込んでいるところに、実はこのスピーカーはケ
ーブルが繋がれておらず、この音はすべて今回発表した超小型スピーカーから音が出
ていることを種明かしするなどの手法である。この「WOW!（ワオ！）」により、記者
は商品の素晴らしさを心深くに刻まれ、記事にするといった具合である。
このように、ボーズは小型軽量で高音質な製品の開発だけではなく、ボーズ製品の
特徴を最大限伝えるためのプロモーションを、長きに渡って進化させてきたのである。
＜営業・チャネル＞
自社製品のブランド価値の最大化及び維持するために、チャネル施策も改善を積み
重ねてきた。自社ブランドの価値を高めることと、顧客の声を聞く事と、最良の商品
プレゼンテーションを目的に、直営ショップも展開すると共に、2010 年からチャネル
展開を見直し、パートナー制度を新たに発足させ、売り場での商品の見せ方や売り方
などのノウハウを徹底的に販売店に共有するようになった。これにより、直営店や家
電量販店の売り場を問わず、常に同じ BOSE ブランド体験を提供できるようになったの
である。基本的には商流に代理店を入れること無く、売り場を持つ流通との直接取引
を行っている。
＜顧客・ユーザー＞
プレミアムセグメントであり、満足度も高いので顧客は維持できていると思われる。
佐倉社長時代は自ら筆を執りニューズレターを発行し、ユーザークラブを設けていた。
ロイヤルユーザーを招いてのユーザー会まで毎年行っており、ユーザーとの直接の会
話を継続する仕組みを構築していたのだ。しかし佐倉社長が去った後の現在は、米国
主導の統治になり、この会は執り行われていない。
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成功企業事例研究 2．ダイソン
＜会社概要＞
社名 ダイソン・リミテッド
創立者 ジェームズ・ダイソン（チーフエンジニア）※CEO は他に立ててい
る
所在地 英国ウィルトシャー州 マルムズベリー
設立 1993 年
従業員数 約 4000 名
事業内容 電気機器の製造販売
社名 ダイソン株式会社
代表者 麻野信弘
所在地 東京都千代田区麹町 1-7
設立 1998 年
従業員数 約 250 名
事業内容 ダイソン製品の輸入販売
ダイソンは、創設者のジェームズ・ダイソンが、英国王立美術大学（ロイヤル・カ
レッジ・オブ・アート）を 1970 年に卒業後、G フォース型サイクロンを開発し、試作
品を数千台作成したところから端を発する。ダイソンはこの技術を掃除機メーカーに
使ってもらおうとしたが、英国内では G フォース型サイクロンを採用するメーカーが
いなかった。その後日本の展示会でこの技術を知ったシルバー精工がライセンスを受
けて掃除機を製造し日本で販売した。しかし、主要な掃除機メーカーにこの技術が売
れなかったため、ダイソンはシルバー精工からのライセンス料によってダイソン社を
設立し、自主生産に乗り出すことになる。
ダイソンのコアテクノロジーは「サイクロン」とのイメージが強いが、このサイク
ロンテクノロジーは 1886 年にアメリカのモース（M.O.Morse）によって発明されたも
のであり、ジェームズ・ダイソンのオリジナルのものではない。ただし、掃除機に導
入してその技術に磨きをかけたのは間違いなくジェームズ・ダイソンであろう。
＜商品＞
研究所と工場設立後に初めて開発した製品がアップライト方式（縦型）の Dyson
DC-01 であり、その次のキャニスター型の DC-02 以降、順次製品は市場に投入され、
会社設立後 3 年間で英国内の掃除機販売シェアで 50％に至るまでになった。
日本の市場にも 1998 年に子会社設立と共に、英国や米国で販売されていた商品を投
入した。ただし大型のアップライト型は日本市場ではまったく受け入れられず、キャ
ニスター型が中心になっていく。しかし日本の掃除機に比べると大型であり、当初は
一部の感度の高い富裕層のみがデザイン性で購入するのみであった。その後キャニス
25
ター型 DC-05, DC-08 がコストコで販売されると、クーポンキャンペーン時の割安感と
相まって、徐々にアーリーアダプター層に浸透していくことになる。ただしこのモデ
ルも大型機であり、日本の家庭にはそぐわない大きさであった。ダイソンの日本での
転換期は 2004 年の日本専用小型商品 DC-12 の投入であり、ここから破竹の勢いでシェ
アアップを果たすのである。
すべてに共通する製品特徴としては独自のルートサイクロン方式を採用しており、
その独自性と性能とデザイン性から、これまでは隠すものであったダストビンを、透
明のポリカーボネート樹脂を使い、取れたゴミを見せることにしたのである。このこ
とによりゴミがぐるぐる回り溜まっていくことを見ることができ、他社と異なるデザ
イン性と相まって意味的価値を高めることと、サイクロン方式という独自のサブカテ
ゴリー創出を行うことに貢献したのである。
また、独自に進化させたサイクロン方式と並び、自社開発のデジタルモーターもコ
アテクノロジーであり、性能で他社の追随を許さないとされている。
製造に関しては、掃除機本体はマレーシアにて、モーターはシンガポールの自社工
場にて行っている。
＜組織＞
創設者であり、チーフエンジニアであるジェームズ・ダイソンがトップの、完全な
ピラミッド型組織であり、自ら統治している。商品開発についても、一度チーフエン
ジニアから離れた時期もあったが、短期間で現場に復帰し、製品開発とブランドづく
りのための広告 PR はすべて自ら最終判断を下す念の入れようである。日本でプロモー
ションを行う際の TVCF も、最終的にジェームズ・ダイソンのところまで稟議が上がり、
最終判断をすべて自身で行う徹底ぶりである。そのため、組織が 4000 人になっても、
ベクトルがぶれること無くダイソンブランド世界観を構築し続けていけるのである。
＜理念＞
ダイソン社の理念として『Different ＆ Better』という言葉がある。何か問題にぶ
つかった時にはそれは他とDifferentなのか？ 他よりBetterなのか？ 常に各人に
問いかける言葉である。この理念の元に、問題の解決するための、より機能性の優れ
た商品を開発しているのである。また理念とは別に「ダイソンの 6 つの定理」が存在
するので Appendix に記載する。
＜プロモーション＞
ダイソンは製品を中心に、高価格高付加価値の独自のブランドビルディングを行っ
ている。ものづくり同様、コミュニケーションやブランディングもジェームズ・ダイ
ソンに権限が集中しているので、ダイソンらしさがぶれることはない。日本でキャン
ペーンを打つ際も、ブランドマネージャーや PR マネージャーが日々英国本社とやり取
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りしてプランを作り上げ、最終的にジェームズ・ダイソンへプレゼンし、承認を取る
仕組みである。ここでは単に決裁だけをしているわけではなく、かなり微に入り細に
入りジェームズ・ダイソンならではの意見を差し込むとのことだ。このトップの思い
入れと情熱があるので、組織の軸はぶれること無く前へ進むことができるのであろう。
また、本国では排除命令が出て、現在では使用していないが「吸引力が落ちないた
だひとつの掃除機」のコピーを日本では使い続け、競合他社と徹底的に差別化を行な
った独自のポジショニングと高性能さを消費者に強烈に伝えている。
販促では日本のダイソンで伝説になっていることが、2004 年に初の日本向け小型モ
デル DC-12 を投入した際のことである。まだ小規模で社員が数十人しかいなかった時
代であるが、発売日を前後して 1 ヶ月かけて、家電量販店へダイソンの世界観を表し
た新しい什器を、北の北海道から社員総出で順次キャラバンし、売り場をひとつひと
つ創りあげていったのである。その売場が整うと初めて TVCM を大量投下し、一気に認
知と意味的価値を高め、憧れの高級ブランドに仕立てあげ、独自のサイクロン方式と
いうサブカテゴリーを構築したのである。
＜営業・チャネル＞
ダイソン社は社風として自前主義が強い会社である。研究開発ももちろんのことで
あるがサポート部隊も、一般的にアウトソースが多い中、日本でも自社社員で対応し
ている。営業も同様であり、本部営業、店舗担当営業、ラウンダー、販売員で相当数
の人数を抱えている。また代理店はチャネルによっては一部活用しているものの、基
本的には売り場を持つ流通と直接の取引を行っている。
＜顧客・ユーザー＞
プレミアム掃除機ブランドが出来上がっており、指名買いで購入するロイヤリティの
高いユーザーが多い。その反面、過去の商品は「大きすぎる」「うるさい」「ホース
が柔らかすぎる」などの意見も多く出ていたが、商品開発に反映させ、日本向けの小
型モデルの製造につながっている。また顧客満足度向上の取り組みは真摯に行ってお
り、通常は 1 年保証が多い日本の家電製品の中で、製品によっては 2 年保証をつけ、
さらに顧客ロイヤルティを高める工夫もしている。また過去には不具合が出た場合に
ボタンを押して電話の受話器を近づけるとトーン音が出て、コールセンターへ自動で
電話をかける仕組みが搭載されたモデルもあった。これも顧客サポートを重視する姿
勢から生まれた機能であろう。また修理が必要な場合でも「72 時間プロミス」を掲げ
ており、行きの発送で 1 日、修理で 1 日、戻りの配送で 1 日の計 3 日/72 時間でお客
様のお手元に戻すことを実践し、ロイヤリティアップに注力している。
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成功企業事例研究 3．アイロボット
＜会社概要＞
社名 アイロボット・コーポレーション
代表者 コリン・アングル
所在地 米国マサチューセッツ州 ベッドフォード
設立 1990 年
従業員数 約 500 名
事業内容 警備・災害対応・偵察等多目的ロボット、家庭用ロボット製造販売
社名 セールス・オンデマンド株式会社 （アイロボット総代理店）
代表者 室崎 肇
所在地 東京都新宿区下宮比町２−２６ KDX 飯田橋ビル３F 
設立 2004 年
従業員数 約 80 名
事業内容 アイロボット社（米国）、ブルーエア社（スウェーデン）製品の日
本における総販売代理店業
家庭用掃除ロボットの代名詞的存在となったルンバは、1990 年にマサチューセッツ
工科大学（MIT）の人工知能研究所の所長をしていたロドニー・ブルックス博士と二人
の教え子の 3 名で設立したアイロボット社の製品である。現在は教え子の一人のコリ
ン・アングルが、CEO 兼チェアマンとしてトップに立ち、会社を切り盛りしている。
ルンバは 11 年目を迎える今日、世界 60 カ国以上で 1000 万台が販売され、世界的なベ
ストセラー家庭用ロボットとなった。今日では日本においても、その利便性が広く認
知され、30 代 40 代の子育て世代から、シニア家庭まで広く普及が進み始めている。
＜商品＞
ルンバは洗濯乾燥機や皿洗い機など昔から自動化が進んでいる米国の家庭において
もなお自動化ができていなかった床掃除という潜在ニーズを、ロボット技術を使って
解決しようとした商品であり、MIT 時代から培った独自の人工知能がコアテクノロジ
ーである。広く普及を狙って、当初から日本円にすると数万円の安価な価格帯での投
入を目指して開発された。数十のセンサーや、それらの情報を処理するチップや駆動
部分など、通常の人力の掃除機の 10 倍ほどの部品点数で構成されているが、安価で壊
れにくい赤外線センサーを多用するなどの工夫を凝らし、一般家庭においても受け入
れられやすい価格（Affordable price）を実現したのである。
ロボットとは言え、日本的な二足歩行ロボットと異なり、機能性を追求した円盤型
である。性能は高く掃除を自分に変わって任せることができることと、自律的に動く
ことからペットのように感情移入するユーザーも多く、結果的に意味的価値が高まっ
ている稀有な商品でもある。
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自社開発であるが、製造そのものは中国の EMS にアウトソースしている。
＜組織＞
アイロボット社はロドニー・ブルックス博士とヘレン・グレイナーが第一線を退い
てからはコリン・アングル CEO が会社を率いている。基本的には技術者集団であり、
社員の大半がエンジニアである。ただしホームロボットディビジョンはコンシューマ
ービジネスということもあり、プロダクトマネージャーはコンシューマープロダクト
経験者が多い。また、PR チームは CEO へダイレクトレポートのコーポレートセクショ
ンにぶら下がっている。現在は、コリン・アングルはオペレーションの第一線からは
一歩下がり、会社を統治しており、各事業部の GM が実務を仕切っている。この点が生
涯現場主義のジェームズ・ダイソンとは異なる企業統治方法である。
また営業網は米国とカナダの北米は自社展開であるが、それ以外の国は現地に代理店
を置く、ディストリビューター制度を導入している。各国の展開はその国の文化や商
習慣に精通した総代理店に任せる戦略を選択しているのである。
日本はセールス・オンデマンド社がアイロボットの総代理店として、日本における
マーケティングを展開している。戦略構築からマーケティング、セールス、サポート
まで一貫してサービスを提供することを目的に設立されたベンチャー会社であり、ア
イロボット社と歩調を併せて成長してきた企業である。
＜理念＞
アイロボット社の理念は「Change the world」自分たちの技術で生み出したロボッ
トで世界をより良く変えることである。また、ある目的を遂行するためのタクティカ
ルなロボット開発を遂行しており、製品開発においては「3D コンセプト」を標榜して
いる。3D とは「Dull、Dirty、Dangerous(退屈、不衛生、危険)」であり、そのような
仕事から人々を解放することを目的としている。
＜プロモーション＞
米国では普及価格帯での販売だったこともありこともあり 2002 年に発売以来順調
に売上を伸ばした。同じ年の 2002 年、米国同様に普及価格帯で投入された日本ではま
ったく販売が伸びなかった。初代モデルでは製品品質が伴っていなかったことと文化
の違いと認知の問題もあるが、日本では玩具メーカーに OEM 供給したこともあり、高
度なロボット技術をつぎ込んだ画期的なコンセプトの製品であるにもかかわらず、玩
具のような製品と見なされ、意味的価値を上げることができなかった事が大きな要因
である。
日本総代理店セールス・オンデマンドは家庭用ロボットカテゴリーの創出を目論見、
製品改良と併せて、店頭で徹底的なデモンストレーション販売を行うことにより、徐々
に認知と製品理解を高めていった。数年間ユーザーベースを増やし、プラスの口コミ
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が Web 掲示板で見かけることが多くなり、機は熟したと判断した 2009 年にマス広告展
開を開始。認知アップと比例して販売も右肩上がりで急拡大することとなった。この
ように特に日本においては、マイナスな状況から商品を復活させたこともあり、製品
以上にプロモーションの貢献度は高かったと言えるであろう。
＜営業・チャネル＞
米国では国土が広いこともあり、ターゲットなどのリテールと、自社のダイレクト
サイトやアマゾンなどの Web 販売比率半々である。
日本ではメインは家電量販店チャネルであり、その他として TV 通販や Web ショップ
で販売を行っている。一部自社ダイレクトサイトも運営している。営業体制は一般的
な家電ビジネスの営業体制に準じている。一部代理店を使って商流を築いているが、
本部営業とエリア別の店舗担当と分かれ量販店フォローを行っている。
＜顧客・ユーザー＞
展開初期の頃は団塊世代をターゲットとして展開したので、年配層の割合が高かっ
た。その後、共働きや子育て世代など物理的に時間が無い層をターゲットとして展開
したために現在では 30代・40代がユーザーとしてはボリュームゾーンとなっている。
非常に満足度が高いことが特徴であり、使用前の若干の懐疑心が購入後の初使用時に
払拭され、驚きに変わることが多く、このことが高い満足度につながっているのであ
る。
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成功事例研究 4．バルミューダ
＜会社概要＞
社名 バルミューダ株式会社
代表者 寺尾 玄
所在地 東京都武蔵野市境南町 5-1-21
設立 2003 年
従業員数 約 30 名
事業内容 生活家電製造販売
バルミューダは創業者である寺尾社長が、人生をかけていたバンド活動を休止した
後に、ものづくりを追求しようと設立した。工場や部品メーカーに飛び込みを行い、
独学で学んだ後に 2003 年に「最小で最大を」という理念を掲げ、有限会社バルミュー
ダデザインとして設立された会社である。（2011 年にバルミューダ株式会社に変更）
＜商品＞
当初は社名に「デザイン」をつけていたように、Mac のような素晴らしいデザイン
の製品を生み出そうと模索していた。しかし、自分が作っていたものは、自分が欲し
いものであり、それはその他大勢が欲しい商品にならないことに気づいたことにより、
「自分たちが作りたい ＋ 使う人の必要」を満たす商品開発に舵を切ったのである。
そのなかで、工場の職人が夏に扇風機の風を、自分に直接当てるのではなく、壁に向
けて稼働させることにより自然の風のように柔らかくなり、長時間あたっていても苦
痛ではなくなることを思い出した。そこに潜在的なニーズを嗅ぎとった寺尾社長は、
どうすれば自然界の風のようなやわらかい風を生み出す扇風機ができるか考え、生み
出されたのが、内側に一倍速、外側に二倍速の風が生まれる羽根を持ち、自然界同様
のやわらかい風を生み出す事に成功した扇風機なのである。さらにゆっくり羽根を回
すために高価な DC ブラシレスデジタルモータを採用したところ、消費電力もこれまで
の既存の扇風機の 30〜50W に対し、1/10 の 3W の低消費電力を実現できたのである。
この気流をコントロールすることと、低消費電力の両立が、バルミューダが生み出し
たイノベーションであった。この 2010 年に発表された「グリーンファン」と、ユーザ
ーからのフィードバックを受け、リモコンを追加し、モーターと回路を変更し、より
静かに稼働するようになった「グリーンファン 2」は震災後の節電の高まりを受けた
ことと相まって市場に受け入れられ、増産が追いつかないほどのヒット商品となった。
さらに夏場だけの季節商品からの脱却を目指し、冬場が主戦場になる空気清浄機「ジ
ェットクリーン（現名称エアエンジン）」、2013 秋、アルミヒーターを使用したスタ
イリッシュな暖房機「スマートヒーター」とデザインとユーザビリティに優れた壺形
の加湿器「レイン」もラインナップに加え、季節変動リスクの影響が経営に出ないよ
うに取り組みを始めている。さらにこの「スマートヒーター」と「レイン」には Wi-Fi
を組み込み、アプリをダウンロードしスマートフォンでコントロールする新技術「ユ
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ニオート」を搭載したのである。生活家電に IT を取り込み、バルミューダ−はユーザ
ーの利便性をさらに上げようとしているのである。また製品開発については意味的価
値の最大化を模索しており、こだわりの製品づくりを進めている。見えない部分であ
るにもかかわらず、コストアップは承知の上でユーザーが触る場合があるので、製品
底面の素材などにも高い質感の素材を採用している。また外装パッケージにも気を配
り、購入したユーザーが外装ダンボールを開けるところから感動し、購入して良かっ
たと思わせる仕組みが満載である。
このようにバルミューダの製品は、高い機能性とデザイン性とユーザビリティから
生まれる意味的価値を消費者に提供しようとしているのである。
自社開発であるが、製造そのものは中国の EMS にアウトソースしている。
＜組織＞
10 年前の 2003 年に設立した際は、寺尾社長ひとりでスタートアップしている。そ
の後デザイナーやエンジニアが少しずつ増えているが、製品開発からプロモーション
まですべて寺尾社長が責任者としてプロジェクトは進行している。またバルミューダ
は商品企画と設計に関しては内製化にこだわる。自分たちが理想としているものを自
分たちで生み出そうとしているため、プロダクトデザイナーから、電気回路技術者、
また最近ではスマートフォンのアプリ開発も内製で行っており、自分たちの理想形を
追求している。最近ではスマホアプリと機器の連動も行うために、アプリ開発者も採
用し自社内でプロジェクトを推進できる体制を確立しつつある。
＜理念＞
「最小で最大を」を掲げ、ミニマルデザインを追求している。シンプルながら心地
よい外装デザインと使い勝手の良さと、基本性能の高さは、すべてこの理念から体現
されたものである。理念を掲げた寺尾社長がすべてに関与し、ガバナンスを効かせて
いるので、この理念からぶれることは当面は無いであろう。また最終的には「省エネ
といえばバルミューダというブランドを作りたい」との、揺るぎない信念を持ってい
る。
＜プロモーション＞
ベンチャーで大きく広告展開できるフェーズではないため、商品力を高めることも
プロモーションの一部とみなし、商品に最もコストをかけ、顧客体験の最大化を図る
ために、外装パッケージや見えないところの質感にもこだわって作りこんでいる。顧
客の満足度を高めれば、そこから口コミが自然発生的に生まれ事を目指している。顧
客接点の一つとして重要視している Web サイトは、完全に内製化している。これは寺
尾社長が一人で行っていた時から自分で制作しており、好きなデザインで好きなとき
に改変できる、自前主義ならではのメリットを最大限活用し、日々コンテンツを充実
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している。最近では自社内の誂えたスタジオで商品写真や説明動画も撮影し、その日
のうちに Web サイトへ反映することも可能である。寺尾社長の即断即決とベンチャー
ならではのスピード感である。また、顧客接点として製品イメージに合った什器を家
電量販店に入れて売場作りを行っている。
＜営業・チャネル＞
現在はベンチャーのアーリーステージであることから、営業は数人で国内と海外に
対応しており、基本的には商流は代理店（卸）を活用したオペレーションを行ってい
る。メインチャネルの家電量販店対応も代理店に委託しているが、大型店など重要な
売り場については、自社営業が売り場メンテナンスで日々お店を回っている。チャネ
ルとしては家電量販店以外には、百貨店、インテリアショップ等がある。また自社ダ
イレクトサイトも運営しており、新製品の先行予約等、直販への取り組みも積極的に
試みている。
＜顧客・ユーザー＞
高い感度を持ったアーリーアダプター層が現在の顧客層であり、必然的に都市部在住
者に偏重していることが想定される。グリーンファンオーナーの満足度は非常に高く、
節電志向とも相まって、夏場には自らアドボケーターとなって、周りの人々にグリー
ンファンを口コミで進めることも多い。
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成功企業研究 5．レイコップ
＜会社概要＞
社名 ブカンセムズ
代表者 リ・ソンジン
所在地 韓国インチョン
設立 1978 年
従業員数 約 700 名
事業内容 ヘルス機器の製造,電子機器と自動車部品の OEM/ODM 製造
社名 レイコップ・ジャパン株式会社
代表者 リ・ソンジン
所在地 東京都港区赤坂 5-2-20 赤坂パークビル 23F
設立 2012 年
従業員数 今回の調査で確認できず
事業内容 ふとんクリーナー「レイコップ」の研究、開発、製造管理および販
売
ブカンセムズは、1978 年に韓国で設立された企業であり、ヘルス機器の製造、電子
機器と自動車部品の OEM/ODM 製造を主軸にしている。日本では 2012 年にブカンセムズ
日本支社が設立されたが、2013 年 3 月にレイコップの販売に注力するために、レイコ
ップ・ジャパン株式会社となった。その寝具に特化した掃除機「レイコップ」は、現
在では世界 24 カ国で 250 万台販売されている。
＜商品＞
レイコップはふとんやベッド寝具の清掃に特化したクリーナーであり、UV ランプや
ダニのたたき出しなど、寝具のクリーニングに最適化された機能性が特徴の商品であ
る。清掃が行いにくい寝具からアレルゲンを取り除く能力は高いとされ、英国アレル
ギー協会認定を取得し、フランス 2008 年消費者選定優秀商品にも選ばれている。
製品特徴は「振動→ UV 除菌→ 吸引」の 3 つの機能で、通常、洗うことが難しい
掛け布団やベッドマット、ソファー、車のシートなどに存在する、アレルゲンとされ
るハウスダスト・ダニ（ふん・死がい）を除菌・除去する。機械的な仕組みとしては
1 分間で最大約 3600 回もの振動パンチでハウスダウトをたたき出して吸引する。また
搭載された UV ランプ照射で除菌率 99.9％と謳っている製品である。
ただし、レイコップには、機械・機構的には特段目新しい、この会社ならではのコ
アテクノロジーがあるわけではない。以前より、掃除機の交換ヘッドとして、たたき
機能でダニを表面に叩きだす機能や、ふとんに吸い付かないようにする機能を搭載し
た、ふとん用ヘッドはアフターマーケットパーツとして存在している。レイコップは
同様のダニ取り機構を搭載したスタンドアロン商品としてポジショニングしたことに
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より、ふとんクリーナーというサブカテゴリーの創出に成功したことが最大の勝因で
ある。その後フォロワー商品がいくつか出てきているが、現状ではレイコップが先行
優位性により圧倒的なシェアを獲得している。製造元は自社工場と思われる。
＜組織＞
CEO のリ・ソンジン氏は内科医であり、アレルギー対策の必要性を感じていた。韓
国は高層マンションが増えたことや、黄砂や PM2.5 の問題もあるが、そもそもふとん
を干す習慣がないのである。その為、ふとんはダニの温床になっており、それを取り
除くことが必要であり、レイコップの開発に着手したのである。日本ではブカンセム
ズとして活動していたが、需要の高まりと呼応して、ふとんクリーナーのマーケティ
ングに特化し、レイコップ・ジャパンとなった。現在は人員を拡大中であり、PR やマ
ーケティングの人材の募集をかけている。
＜理念＞
特に理念という言葉にはなっていないが、リ・ソンジンが元内科医でもあることか
ら、すべての人に健康を届けたいという思いがある。アレルギー患者には薬を出すこ
とと、部屋の環境に気をつけるようにとのアドバイスしかできなかったが、ブカンセ
ムズ CEO になり、日本の現地法人であるレイコップ・ジャパン CEO も兼務するように
なり、特に寝具を清潔にすることによりアレルギーを出にくくすることを助けること
ができるようになった。現在は医者の立場から、ふとんは干すだけではアレルゲンは
取り除くことができないという、正しい知識を伝えることに努めている。
＜プロモーション＞
広告を大きく展開できる規模ではないので、顧客とのコンタクトポイントとして、
家電量販店での店頭を重視している。実績を出すにつれて什器を置くスペースをもら
えるようになり、ターゲット像を明確にするために赤ちゃんのイメージを入れた什器
を展開している。リ・ソンジン CEO が元内科医であることから医療イメージも最大限
活用し、ダニを取ることができた第三者機関によるエビデンスデータも必ず見せるよ
うにしている。また、少ない広告は赤ちゃん世帯にリーチするように雑誌タイアップ
などを展開した。さらに実際に製品デモンストレーションを効率的に拡散できるので、
ジャパネットたかたなどの TV 通販チャネルも積極的に活用してきている。これにより
2013 年夏〜秋には掃除機単体として、日本で最も多く売れた掃除機となった。 
＜営業・チャネル＞
今回の調査では確認できず
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＜顧客・ユーザー＞
ふとんクリーナーということで、アレルギーに悩むユーザーに支持されている。ま
た赤ちゃんのいる家庭では、寝具を清潔にしたいニーズが高いので、赤ちゃんのいる
20 代〜30 代のユーザーが多いことも特徴である。花粉症などアレルギー体質の患者は
生活している環境から原因物質（アレルゲン）を取り除くと症状が劇的に緩和するこ
とから、使用しているユーザーの満足度は高い。ただし構造的な問題から、ゴミ捨て
の際にゴミが飛び散るとの指摘もあり、今後の商品改善も期待されている。
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第三節 成功企業研究からの考察
＜仮説１＞
消費者の潜在ニーズに基づき商品開発を行うことは当然であるが、まったく新しい
カテゴリーあるいはサブカテゴリーを創出することを意識して商品開発を行うことに
より、市場創造を実現することができる。
 各社とも消費者の潜在ニーズを解決するための商品開発を行っていた（図表 5−5）。 
図表 5-5 各ブランドの解決した潜在ニーズ
企業名 各ブランドの解決した潜在ニーズ
ボーズ
身の回りに良い音は欲しいが、大きなスピーカーは置
きたくない
ダイソン
ゴミが溜まっても吸引力が低下してほしくない
紙パックを買いだめしておきたくない
アイロボット 床掃除を自分で行いたくない
バルミューダ 自然界のような、あたりの柔らかい風がほしい
レイコップ ふとんのダニを除去したい
（出所）筆者作成
特に既存の商品で代替不可能であり、既存の商品とはまったく異なるアプローチで
潜在ニーズに応えたのが、床掃除の自動化を実現したアイロボット ルンバである。そ
の他は既存商品で代替が効かないわけではない。その点でアイロボット社はまったく
新しいカテゴリーである自動のロボット掃除機カテゴリーを築いたと言える。その他
のボーズ、ダイソン、バルミューダ、レイコップは、独自の差別化ポイントにより、
サブカテゴリーを築くことに成功している。このカテゴリーを第三章 6 節で述べた市
場カテゴリーに当てはめると、次頁の図表 5−6 となる。 
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図表 5-6 市場創造成功企業の市場カテゴリー
（出所）先行研究と成功事例研究を元に筆者作成
インタビューを含む事例研究の中で、最初からカテゴリー創造を目指していたのは、
アイロボットとレイコップだけであり、他は潜在的なニーズに応えるべく、自社のシ
ード技術に磨きをかけた結果、結果的にカテゴリー創造できたことも判った。
新カテゴリー創造に成功したアイロボット ルンバは、先行優位を活かし、さらに独
自のコア技術による参入障壁や、意味的価値による顧客との結びつきを強化すること
ができれば、長期にわたってカテゴリーリーダーになることが可能であろう。
しかしながら同時に、まったく新しいカテゴリーを築くことは、実は相当な困難が
伴うことも判った。それはこれまで存在しなかった商品の認知を高め、さらに製品理
解のレベルを上げ、消費者にとって有益なものであり、財布の紐を緩め対価を支払う
に値する商品であるとの認識を消費者に持ってもらうまでのプロモーション活動を、
すべてゼロから行う必要があるからである。また苦労して創出した新しいカテゴリー
にも、すぐにフォロワーブランドが参入してきており、フォロワーに対する参入障壁
をさらに強固に築きあげることが早期に必要であろう。さもないと高級ミニバンを創
出した日産エルグランドに対する、トヨタのアルファードのように、カテゴリー代名
詞としてはパイオニアの日産エルグランドだが、実質的な販売台数ではアルファード
が逆転して勝利を収めている状況と同じことになりかねないのである。
その点、既存カテゴリーの中で差別化を行い、サブカテゴリーを築く方法は、新し
いカテゴリーを築く方法よりは、認知や製品理解の壁を超えるという点においては、
実は行い易いのかもしれない。ただし同一カテゴリー内であるため、競合にすぐに真
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似されかねない。そのためやはりコア技術による参入障壁を高めることと同時に、意
味的価値を高め指名買いの率を上げることが必要である。
＜仮説２＞
商品開発を行う際に「ものづくり」だけではなく「価値づくり」を考えることによ
り、消費者との結びつきが強い商品開発を行うことができる。
この仮説については、最初から価値づくりを狙って行っている企業と、狙っていたわ
けでは無いのだが結果的に価値づくりができているところと、価値づくりがまだ弱い
企業と明確に分かれた。その分類を図表 5−7 に記す。 
図表 5-7 価値づくりへの取り組み
価値づくりへの取り組み 企業名
価値づくりを狙った商品開発を
行った企業
ボーズ、ダイソン、バルミューダ
結果的に価値づくりができた企業 アイロボット
価値づくりがまだ弱い企業 レイコップ
（出所）先行研究と成功事例研究を元に筆者作成
ボーズは意味的価値の占める割合の高い、趣味の世界を対象にしていることもあり、
意味的価値が高まりやすいセグメントではあると言える。ただし「自社の研究を通じ
て良い音を提供すること」をブランドスローガンに掲げ、真摯に商品開発に取り組ん
でいることもあり、ユーザーはボーズブランドに絶対的な信頼感を持っている。この
信頼感が意味的価値を高め、ボーズブランドとユーザーを強く結びつけていのである。
そして意味的価値を高める仕掛けとしてはスピーカーネットに誇らしげについている
ボーズロゴである。このロゴが良い音への約束であり、このロゴがついているために
ボーズのスピーカーを選択する消費者も多いことであろう。
ダイソンはジェームズ・ダイソンが英国王立美術大学でデザインを学んでいたこと
もあり、独自のコア技術「ルートサイクロンテクノロジー」をプロダクトデザインで
も際立たせた。従来は隠していたゴミを溜めるダストビンを透明にして、サイクロン
方式でゴミが取れる様子を可視化することを実現しており、これまでに無い独特なデ
ザインを完成させた。ひと目で判るダイソンらしいデザインは、これまではクローゼ
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ットなどに完全に隠すものであった掃除機を部屋の片隅に置き、自慢するための「見
せ家電」なる言葉が一部の間では生まれたほどである。ダイソンの存在感はそれほど
意味的価値が高いのである。
アイロボットは特殊な事例かもしれない。アイロボットは機能性を追い求めている
企業であり、ものづくりもマーケティング視点より、MIT 時代からの技術志向がとて
も強いのが特徴である。ルンバが円盤型になったのも、床掃除をどのように行ったら
効率的にできるようになるのかを追求した結果なのであり、直径 35cm のサイズはダイ
ニングチェアの間をくぐり抜けるサイズであり、この大きさを越えてしまうと掃除が
できる範囲が狭まってしまう。また小型にしすぎると清掃効率が落ちてしまうので、
そのバランスを追求した大きさなのである。さらに薄型であればベッドやソファーの
下も掃除できるため、10cm 以下の薄型になった。そして方向転換する際にぶつからな
いのが丸型であり、必然的に円盤型になったのである。しかしこの無機質な円盤型ロ
ボットが、人の目からは、けなげに掃除を頑張っているように見えてペットのような
感覚を覚えるユーザーがとても多く、名前をつけるほどなのである。このようにアイ
ロボット ルンバの場合は、商品開発の段階で狙ったわけではないのだが、機能や性能
を突き詰めていった結果、とても意味的価値の高い商品になったのである。この商品
は機能を特化し、いらないものを省いて低価格化を実現したのであるが、清掃能力を
高め、ユーザーの代わりにきちんと掃除を行ってくれることが、製品に対する信頼感
を増しており、意味的価値を高めている側面もあるのであろう。
バルミューダは、当初の社名がバルミューダデザインだったことからも判るように、
寺尾社長の意味的価値へつながるデザインへのこだわりはとても強い。そのこだわり
がシンプルで質感の高いデザインと、高いユーザビリティを生み出したのである。製
品が入るダンボールのパッケージも、単に梱包のためだけのものではなく、中を開け
て初めて商品を手に取る時の驚きと喜びを演出する仕掛けになっている。さらにシー
ズンオフには製品を保管する際のケースとしても設計されているのである。また製品
の見えない部分の塗装についても、開梱した際に手で触れるかもしれないので、質感
を上げるために、コストアップは承知の上で特殊な塗装を取り入れている。すべては
意味的価値を高め、ブランドとユーザーの結びつきを強化するための投資なのである。
レイコップは今回の研究対象の成功企業の中では、商品を育てている途中であり、意
味的価値はまだ弱いところがある。清掃対象をふとんに特化することにより、これま
でなかったサブカテゴリーの創出に成功しているが、他社のような独自のコアテクノ
ロジーがあるわけではなく、既存技術を集めて組み上げている商品である。ある意味、
既存技術で新しいサブカテゴリーを生み出した商品企画の勝利と言っても良いであろ
う。したがって参入障壁が低く模倣されやすい。すでにいくつかフォロワー商品が出
ているが、パイオニアとしてカテゴリーを創出した先行優位があるため、レイコップ
の市場シェアは極めて高い。しかし来年以降、マーケットがさらに拡大し、市場とし
て旨味が出てきた暁に、ナショナルブランドが参入し、機能性もユーザビリティも高
い製品を投入してきた際に、レイコップが継続的にトップシェアを維持できるかどう
かは、今後の製品改良と共に、意味的価値を高める工夫が不可欠であろう。さもない
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と参入障壁が低いだけに、意味的価値の高いブランドが参入すると、シェアを一気に
奪われる恐れがある。
成功企業に広く共通している点としては、ユーザーの声を聞き、商品改良や商品開
発に力を入れていることである。ボーズは佐倉社長のリーダーシップで日本に研究開
発部門も設置し、日本だけで独自の商品開発を行い、独自に OEM で商品を調達し、日
本のニーズに合った商品を投入するまでに至ったのである。ダイソンはジェームズ・
ダイソンが積極的に日本向の小型モデルの開発を進めており、日本のユーザーの声を
大事にしている。アイロボットは日本の代理店が日本のニーズを取りまとめ、アイロ
ボットと一体になって製品改良と製品開発を推し進めている。バルミューダはダイソ
ン同様、トップの寺尾社長の強いリーダーシップでユーザーの声を聞きながら、一歩
先の提案を次々に繰り出しているのである。
これら商品開発には自社だけでなく、工場や EMS などの製造現場と連携し、コスト
を下げる努力をしながら、デザインに磨きをかけ、品質や質感を上げて意味的価値を
高めることが不可欠である。
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＜仮説３＞
開発された商品だけではなく、営業力やプロモーション力が掛け算で組み合わさる
ことにより、市場創造を実現することができる。
営業力やプロモーション力については、各企業の規模や再投資できる資金量の違い
があるので当然ではあるが、企業の成長度合いによって異なる結果となった。ただし
考え方も異なっていることも同時に判明した（図表 5−8）。 
図表 5-8 商品力と営業力とプロモーション力の掛け算
企業名 取り組み方
ボーズ
店頭でのリアルなプレゼンテーション重視
広告は必要最低限でブランド維持
営業はブランド維持重視
チャネルは再構築し、パートナー制度を採用
営業代理店（卸）はごく一部使用
広告・PR 会社も使うが、基本的に自前主義
ダイソン
広告による意味的価値増大に注力
店頭もブランドのトーン＆マナーを厳守
営業網は全方位展開
営業代理店（卸）はごく一部使用
広告・PR 会社とのグローバルパートナーシップ
アイロボット
広告による販促重視
店頭も販促重視
営業網は、ほぼ全方位展開
営業代理店（卸）も活用
広告・PR 会社は各国総代理店の自主判断
日本はパートナー会社と連携
バルミューダ、レイコップ
大規模な広告展開は資金的に難しいフェーズ
少ない営業で効率的に展開
営業代理店（卸）をフル活用
広告・PR 会社もごく一部使うが、基本的に自前主義
（出所）先行研究と成功事例研究を元に筆者作成
日本での展開も長く、最も成熟したブランドであるボーズは、自社製品をニーズに
応える改良を継続して続けたことと、広告はごく一部使用しているのみであるが、顧
客とのタッチポイントである店頭で、自社製品の特徴を、どうすれば最も効果的に伝
えることができるかを追求してきた。また、販売網は過去には拡大した時期もあった
42
ようであるが、価格の乱れ等でブランドに傷がつくことを嫌い、現在ではチャネルを
再構築し、絞った一つ一つの店頭での商品プレゼンテーションを大事にしている。
ダイソンとアイロボット ルンバの日本での展開は、比較的広告重視である。ほぼ全
方位に広げた販売網に商品が配荷され、広告で認知を高め、指名買いを狙う戦略であ
る。ただし、内容は少々異なり、ダイソンがブランドビルディングと製品理解に注力
しているのに対し、アイロボット ルンバは認知と販促に重点を置いている。これら、
大きく広告展開する手法は、販売量の拡大を狙える反面、チャネル施策をしっかり構
築しておかないと、小売店間での価格競争も激しくなり、ブランドに傷がつきかねな
いリスクもある。
バルミューダとレイコップは、会社としてはこれから成長期を迎える段階であり、
広告展開を大きく行うことは難しく、PR と自社 Web サイト、及び店頭での商品プレゼ
ンテーションがプロモーションの中心である。しかしバルミューダは寺尾社長のこだ
わりとリーダーシップもあり、展開できる範囲は限られているが、伝えたいことを上
質に上手く打ち出しており、先行メーカー以上のブランドの質感を構築しつつある。
販売網については営業の人数も限られているため、全国カバーは代理店に依存してお
り、大都市の重要な店舗を自社営業が巡回してフォローしている。
このように成長フェーズの違いと考え方の違いもあるが、ブランドを大事にし、意
味的価値を高め続けることが重要であろう。安易な販促プロモーションは時に大事な
ブランドに傷がつくため手法には充分は配慮が必要である。この点、ダイソンとバル
ミューダはものづくりの責任者でもあるトップが自ら PR や広告コミュニケーション
もコントロールしており、ブランドを大事に築き上げている。このようにブランドを
傷つけること無く高めていくことは、意味的価値を増大させ、顧客との結びつきを強
め、長期に渡るビジネスを維持するために極めて重要である。
今回の成功企業研究を通じて、強く感じたことは、先に上げた仮説以外に、トップ
のリーダーシップと組織のベクトルがとても重要であるということである。価値づく
りを追求した商品開発も、その商品をさらに売れる状態にするための営業（販売）力
とプロモーション（広告）力も、そのブランドとしての方向性が揃っており、すべて
リンクした状態で早いスピードで推進し続ける必要があり、ここにトップの果たす役
割はとても大きいことが判明した。
この点では、各企業のブランドフェーズは異なるものの、トップ自らが推進してい
るダイソンとバルミューダは実現できており、長期にわたって良いブランドを構築で
きるであろう。
ボーズは、佐倉社長退任後は日本の研究開発部門を閉鎖しており、現在、日本特有
のニーズにどこまで応えられているか不明である。日本の現在のトップが特有のニー
ズに応じた商品開発と商品プロモーションにこだわることが必要であろう。ただし日
本の商品企画にリソースを投下し、開発そのものは米国で行う体制を築くことができ
たとしても、継続的に競争力ある商品を生み出すことはできるかもしれないが、以前
ほどのスピード感は難しいかもしれない。どちらにせよ、やはりトップのリーダーシ
ップと組織力が試されている状態である。
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アイロボットは CEO が第一線から離れた組織統治になっていることと、日本での展
開は代理店に任せていることもあり、世界的なブランドの一貫性が今後の課題になっ
てくるであろう。一貫性が崩れるとブランドも崩れるため、日本と米国のマーケティ
ングを足並み揃えて推進しつづけることが必要であり、異なる組織統治のベクトル合
わせが課題である。
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第六章 新規事業創造への応用と提言
第一節 新規事業創造への応用と提言１： 商品企画
今回の研究を通じて浮かび上がった、家電市場における市場創造型事業創造の一連
の考え方とプロセスは、多様な新規事業創造に応用できると感じている。一般的にあ
らゆるジャンルの商品やサービス開発において、「顧客に提供する価値」が最も重要
であり、その価値がどれだけ「競合と差別化」できているかが常に論じられる。
しかし、革新的な技術開発に成功し、その技術シードを元に起業したベンチャーや、
研究開発や製造部門が強い企業は、顧客ニーズよりも自社技術の製品化が優先され、
自社技術を世の中に出すことが優先されてしまいがちである。
また、同じカテゴリーの中で「差別化」を論じていても、実は本当の意味で差別化
を実現できているケースは少ない場合もある。例えば、色や形やデザインなどで差別
化をしているということは、目先の違いを生み出しているだけであり、本当の差別化
は出来ていないのであろう。しかし、新しいカテゴリーあるいは既存カテゴリーの中
にサブカテゴリーを築く、ことを目指し実現すると、明確な「差別化」を行うことが
できるのである。
これら、1）潜在ニーズに応える商品開発を行う、2）新しいカテゴリーあるいは既
存カテゴリーの中にサブカテゴリーを築く、ことを目的に商品やサービス開発を行う
ことこそ、ポーターの差別化戦略としてのロールモデルの一つと定義できるであろう。
またその上で、3）意味的価値を追求すること、4）購入時と使用時の 2 回の驚きと満
足度を追求することを意識することで、これまでの開発と異なった視点や、不足して
いる部分を補うアイデアが生まれるのではなかろうか。これら 4 つの考え方は、今後
の事業開発の際に常に意識し、商品やサービスに反映させてほしい。
第二節 新規事業創造への応用と提言２： 協業スキーム
商品やサービス開発以外についてはどうであろうか。今回の研究を通じて、事業創
造するためには、自社内だけではなくパートナーとのスキーム作りも極めて重要であ
ることが判明した。意味的価値の高い商品を生み出すには、商品企画やマーケティン
グの本社部門だけでは難しく、自社開発部隊や工場、ファブレスでの展開の場合は EMS
と協業するスキームを創りあげなければならないのである。
またその結果、良い商品が生まれたとしても、ここからがスタートである。カテゴ
リーを築きあげるには、商品だけではなく、拡販していく営業力と、商品の良さを伝
えていくプロモーションが必要なのである。ここでは流通をパートナーと位置づけ、
最大の顧客接点であり、実際に商品をプレゼンテーションするための「売場づくり」
を共に創りあげ、商品を育てていくことが必要である。またプロモーションも自社で
リードすることは重要であるが、PR や広告でメディア社とのタイアップや、自社内だ
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けでアイデアと実行力が足りない場合は、PR 会社や広告会社とチームを作り、良いコ
ミュニケーションを生み出し、商品の良さを世の中に広く伝え、購買意欲を掻き立て
ることが必要なのである。このように考えると、これまでの流通体制や、外注下請け
の位置づけの広告会社との関係も変わってくるであろう。
また、現在ではさすがに減っていると思うが、(B)to(C)ビジネスを(B)to(B)ビジネ
スと勘違いしている企業は論外である。確かにメーカーは流通（販売店）に商品を納
め（販売し）、販売店がエンドユーザーである消費者に商品を販売する。その為、メ
ーカーから見ると直接お金を払ってくれるお客様は流通（販売店）である。このため
メーカー営業は流通相手にビジネスをしていると勘違いしてしまうかもしれない。し
かし、最終的に対価を支払い、商品を購入してくれているのはエンドユーザーであり、
この商品を使ってくれるエンドユーザーに対して、どのような価値を提供できるかを
追求しなければならないのである。このようなスキームを従来は(B)to(B)to(C)と表す
ことがあったが、今回の研究を通じて(B)to(B)to(C)ではなく、(B)with(B)to(C)でな
ければならないとの意識が強くなった。(B)to(B)to(C)は、単に商品の流れである流通
形態を記号化したに過ぎず、本来は協業会社と共に、(B)with(B)to(C)のスキームを創
りあげ、ユーザーに意味的価値を提供しなければならないのである。
したがって、商流・金流に関わらず、これらビジネスで関わる会社はすべて協業パ
ートナー会社として、一緒に商品やサービスを育て上げ、ビジネスを拡大し、共に繁
栄することを目的に、仕組みを創りあげることが、長期に渡って安定したビジネスを
構築するために必要なのである。
第三節 新規事業創造への応用と提言３： 理念とリーダーシップ
今回の研究を通じ、組織が大きくなり、分業体制が進むと、同じチーム内でもベク
トルが各々微妙にずれてくることがあることと、ノウハウの共有が難しくなってくる
ことも見えてきた。リーダーが明確なダイソン、バルミューダ、かつてのボーズは、
リーダーシップによって組織としての方向性を一つにし、とても強いチームを維持し
ていることがよく理解できた。一旦退きながらも危機感を持ち、チーフエンジニアに
戻ってきたダイソンのケースは、その典型であろう。このようにリーダーシップはと
ても重要である。
それでは、ダイソンやバルミューダ、かつてのボーズのように、リーダーが明確で
あり、意味づくりの商品開発も、その商品を売れる状態にするために、営業開発やプ
ロモーションもすべてリーダーを中心とした組織で推進していた時代から、リーダー
が離れる場合はどのようにすれば良いのであろうか。ジェームズ・ダイソンは現場に
舞い戻り、現在もイノベーションを継続しているが、いつまでも同様のことを続ける
ことは難しいであろう。またボーズはボーズ博士の逝去と日本の佐倉社長の退任によ
り、新たな意味的価値の高い商品開発が停滞しているようにも感じる。会社を牽引し
たトップも年を取り最前線に立てなくなった際は、どこかで一線を退かなければなら
ないのである。
このような場合は、チームのコアであり
いくことと、積み上げたノウハウ
要であろう。トヨタの「開発主査
たる。かつて自分がリーダーとなりプロジェクトを
で実行できる体制を作り上げ
のである。
第四節 新規事業創造
それでは次に、積み上げた
組織的に学習し、最終的にどのように
先に述べたように、ひとつの
た際の蓄積されたはずの知見
きず生かされないことが起こりがちである
なければならない。この点は
にしたい。
（出所）野中郁次郎
土台になる揺るぎない「理念
を大事にした上で、大胆な権限移譲
」や３M の「プロダクトチャンピョン
推進したことと、
、新たなイノベーションを継続し続ける
への応用と提言４： 組織学習〜形式知
ノウハウを社内に蓄積し、どのように共有
組織として競争力を高めていけるであろうか
商品やサービスで成功しチームが大きくなると
を、チーム内のさらに細分化された担当
。これらを回避するための
野中（1996）の知識創造スパイラル（図表
図表 6-1 知識創造スパイラル
、竹中弘高(1996/3)『知識創造企業
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」を構築して
を図ることが必
」がこれに当
同じことを社内
ことが、重要な
したうえで、
。
、成功し
レベルで共有で
仕組みを構築し
6−1）を参考
』東洋経済新報社
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ひとつの成功事例で培った暗黙知は、個人レベルから集団レベル、集団レベルから
組織レベルへと、すべての組織の中に暗黙知を形式知として落としこんでいき、拡大
する組織の中で共有しながら全体をスパイラルアップしていくことである。具体的に
は、ノウハウを形式知化するためにプロセスの統一を図り、そのプロセスをブラッシ
ュアップしていくことや、フォーマット化を進めていくことである。現代では IT を活
用したソリューションも様々あるので、自分の組織にあった仕組みを早期に導入し活
用することお薦めする。ただし、形式知としてノウハウを共有するだけでは、現在の
変化が激しい時代には対応できない。環境の変化に柔軟に適応していく体質や文化を、
組織として学習し、創りあげていかねばならないのだ。
では、既存ノウハウが形式知化できた上で、新たなアイデアが必要ではあるが、既
存組織だけでは新たなアイデアを生み出すことが難しくなってしまった場合はどのよ
うにすれば良いであろうか。それに対応するには、正式な研究開発部門以外にも、ス
カンクワークスのような隠れた研究部門や、３M や Google のようなアサインされた業
務以外に、15％まで自分の興味のあることを行って良い制度なども新たに必要になっ
てくるであろう。また自社内やこれまで築き上げたパートナーの中での研究開発だけ
では、アイデアが枯渇し開発スピードが上がらない場合は、コーポレートベンチャー
キャピタルを立ち上げ、外部の斬新なアイデアを自社内に取り込める体制を築くなど
の工夫も行うべきである。組織学習とノウハウの形式知化と共に、このようなアイデ
アが枯渇しない仕組みの構築は、永続的に企業を発展させるためには、常に考えてお
かなければならないことである。
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第五節 新規事業創造への応用と提言５： まとめ
 前節までで述べたことをまとめた模式図が、次の共創型市場創造モデル（図表 6−2）
である。
図表 6-2 共創型市場創造モデル
（出所）先行研究と成功事例研究を元に筆者作成
この図の左側の価値を生み出す中心の土台には、「理念」「コアバリュー」「リー
ダーシップ」を配置した。企業の最もコアな部分は人でありチームである。ここが商
品やサービスを開発するプロジェクトの中心になるのである。その土台から、事業の
核になる意味的価値の高い、カテゴリー創造を新たに行うための、高付加価値商品を
生み出す商品企画を行う。その周りには協業スキームをつくるパートナー会社が存在
する。下部に位置するのが、製造プロセスと流通プロセスであり、作れば作るだけ売
れば売るだけ従量的に利益を得ることができ、結果的にレベニューシェアを行うこと
になる協業会社である。上部は自社で賄えないプロフェッショナル業務の業務委託を
行う協業会社である。これらがチームになり、意味的価値の高い商品やサービスを生
み出し育てることにより、新たなカテゴリー創造を行い、顧客からの共感を得て、売
れ続ける状態へ高めていくのである。
すべての経営者は、このように、顧客に対し価値提供を行うことで、新規市場創造
を継続して行い、企業を永続的に発展させて欲しいと切に願うものである。
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Appendix
１．ボーズ社の理念と行動規範
『Who We Are, What We Believe.』
THE ESSECE AMD VALUES OF BOSE CORPORATION
Essence & Values
Bose には「さらに上を目指す」という情熱がある
① 新しいコンセプトの発見や新製品開発のために、最高水準の科学的研究と発明に注
力する
② お客様のために、有意義でユニーク、かつ楽しめる体験の場を提供する
③ 卓越性を追求し、最大限のポテンシャルを発揮できる環境を求め続ける
１） ＜ Innovation： 革新 ＞
仕事のあらゆる側面において、イノベーション（革新）を促進する
研究、革新、発明、これこそが Bose の本質である。既存の枠を超えた新しいアプローチ
やアイデアを積極的に探し求めることが、私たちの成功につながる。仕事のあらゆる側面
において、革新を広げていくことが必要である。そして、社員一人一人が想像力や能力を
広げ、アイデアを自由に追求できる環境を作り出さなければならない
Innovation： Competency and Behaviors
お客様や同僚の期待に応え、さらにそれを越えられるような、独創的なアイデアや解決策
を生み出し、展開する
① 自身の従来の仕事への取り組み方に挑戦するような、手段やプロセスを導入する
② 会社全体、組織、部署それぞれの現状に対して、新たなアプローチ方法や解決策に
挑戦する
③ 最終的に会社の成果に繋がる、革新的なアイデア・商品・サービスの発展に貢献す
る
④ 型にはまった考えや行動から抜け出すように周りを動機付ける
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２） ＜ Customers： お客様 ＞
お客様のために、一丸となって価値を提供する
私たちの提案の全てが、お客様にとって価値のあるものとなるように社員同士で協力する。
常にお客様の視点を持ち、ニーズを捉え、お客様の想像を越えて喜んで頂ける高い品質の
製品とサービスを提供する。
Customers： Competency and Behaviors
Bose の製品とサービスから利益を得られるお客さまのニーズを把握し、満たし、さらに
それを上回るコミットメントを実現する
① お客様の要望を理解し、問題解決に至るまで、同僚と共に力を合わせる
② お客様や潜在的なお客様との全てのやり取りにおいて、前向きで良い印象を残す
③ Bose の理念や企業目標を理解しつつ、お客様を最優先に考えて行動する
④ あらゆる機会において、Bose と Bose の製品を積極的に推奨する
⑤ お客様や潜在的なお客様に対して、常に敬意を持ち、プロフェッショナルに接する
３） ＜ Integrity： 誠意 ＞
誠意を持ってビジネスを遂行する
お客様、サプライヤー、または社員に対して、常に高い倫理観を持って行動しなければな
らない。社員一人一人の誠実さと配慮により、周りからのサポートと信頼を得て、高い信
用を築く必要がある。社員は、ビジネスのあらゆる場面において率直かつ誠実であり、常
に会社前提で共有する価値と一貫した行動を取るように期待されている。
Integrity： Competency and Behaviors
相手に対し、公平かつ倫理観的な態度で接し、常に Bose values を意識し、一貫した責任
ある行動を取る
① 同僚やお客様に対して、常に誠実に接する
② ビジネス上の決定や個人的な選択において、常に Bose values に沿って判断する
③ 常に Bose の倫理規定/Business Ethics and Conduct Guidelines に従い、行動する
④ 自ら間違いを認め、責任をもって対処する
⑤ 言行一致、すなわち発言と行動が一致するように行動する
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４） ＜ Respect： リスペクト ＞
相手に敬意を持って接する
互いに尊重し、信頼し合うことが、仕事上の円滑な人間関係を育む。個人やグループ間に
おけるお互いの協力は、私たちが成功するためには不可欠である。つまり、私たち一人一
人が率直に意見を述べ、異なる意見を尊重し、公平さと経緯を持って相手に接することが
重要である。
Respect： Competency and Behaviors
社員一人一人が自分自身の存在意義や役割を見出すことができる、より良い関係を築く
① 相手を気遣い、配慮し、経緯を持って接する
② 自分とは異なるアイデアを求め、それを尊重する
③ 目標達成や問題解決のために、周りと協力する
④ 対立を解消する際には、双方にとって有益な解決策を模索する
⑤ 学びと成長のために、失敗を受け入れる
⑥ 相手とのコミットメントを守る
⑦ 信頼に応える
⑧ 正直であると同時に、自分自身の言葉が持つ影響力にも配慮する
⑨ 周りに影響を及ぼす可能性がある場合には、まず他人の意見を聞き、考慮してから
判断する
５） ＜ Excellence： 卓越性 ＞
全ての行動において、卓越性を追求する
卓越性とは、Bose が常に目指しているものであり、私たちのビジネスにとって不可欠な
ものである。Bose の製品、社員、日々の業務、リーダーシップを通じて、卓越性を示す
必要がある。常に上を目指し、妥協せず、互いに切磋琢磨する姿勢を持ち続ける。
Excellence： Competency and Behaviors
常に自分自身の最善を尽くすよう、挑戦する
① 目標は高く、且つ達成可能なものを設定する
② 質の高い結果を出し続ける
③ パフォーマンス向上のために、目標設定やアプローチ方法を見直す
④ 自分自身の卓越性を実現するために、立ちはだかる様々な問題に対して、粘り強く
立ち向かう
⑤ 卓越性について、自分自身の中で高い基準を持つ
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⑥ 周りの人たちにも、より高いレベルで卓越性を追求するように働きかける
６） ＜ Passion： 情熱 ＞
Bose の存在価値と私たちの使命に対して、情熱を持ち続ける
仕事に対し情熱と熱意を持つことで、自分自身に課した高いレベルの業績や革新を達成す
ることができる。目標に集中し、モチベーションを保ち、活発に行動する人々の情熱は、
周りにも良い影響をもたらす。自分自身のアイデアを信じて前進する個人と、より高い目
標に向かって私たちを先導するリーダー達の活躍により、最大の成果が生み出される。
Passion： Competency and Behaviors
眼の前にある仕事に集中し、情熱と熱意をもって真剣に取り組む
① 責任を伴う仕事と機会に対して、前向きで積極的な態度を示す
② チャレンジがあり、良い刺激を受けることができる仕事を追求する
③ 周りの人たちの情熱や熱意も高めるように行動する
④ 仕事に対して、エネルギーと行動力がある態度を示す
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２．ダイソン社の理念と、6 つの定理
『Different ＆ Better』
ダイソン社の理念として『Different ＆ Better』が存在する。何か問題にぶつかった時
に、それは他と「Different」なのか？ 他より「Better」なのか？ 常に社員に問いかけ
る言葉である。この理念の元に、ユーザーが抱える問題を解決するための、より機能性の
優れた商品を開発している。
また WIRED（2012/5）に「ダイソンの定理」として、以下の 6 つの言葉が紹介されてい
る。
1. 消費者を見極めよ
SEA TRUCK
「この『シートラック』は組み立て式になっていますので、フェリーにもダイヴィングボ
ートにもなります。けれどもダイヴァーは、モジュラーなものではなくダイヴィングボー
トを欲しがるのです。モジュール式を喜ぶのは製造業者であって、消費者でないのです」
2. 売り方を発明せよ
BALLBARROW
「この商品はホームセンターなどでさんざん冷笑を浴びました。ばかばかしく見えたので
しょうが、メールオーダーではよく売れました。ここでひとついい教訓を得ました。その
人たちにちゃんと届きさえすれば、ほかと違うものを喜ぶ客は必ずいるということです」
3. 外に出ろ
DUAL CYCLONE
「コンピューターや黒板の前にいてもインスピレーションは湧いてきません。近くの工場
に行っていかにものがつくられているかを見、人の家を訪ね、みんなが何をしているか、
何を嫌っているかを学ぶのです。人と語り合うことです」
4. 発想は柔軟に
CONTRAROTATOR
「手洗いの感覚を機械で実現できないかと考え、ドラムを 2 つ装備しました。2 つのドラ
ムが異なった速さで回るわけです。そして『それぞれを逆向きに回したらどうだ』となり
まして、結果、望むようなものがつくれたのです」
5. プロトタイプをつくれ
AIRBLADE
「ややこしいプロトタイプをつくる必要はなく、荒削りなものでいいのです。なによりも
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大事なのはそれをつくることです。そしてテストすること。つまり自分でつくって、それ
を観察することなのです」
6. いいアイデアはほかでも使え
AIR MULTIPLIER
「発見した何かを、想定と異なるほかのことに使えたら、それは素晴らしいことです。エ
アブレードの開発時に、空気の噴出によって、周りの空気がたくさん吸引できることに気
づきました。そこからこの商品は生まれ出たのです」
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３．アイロボット社の理念と、３D コンセプト
（出所）アイロボット日本総代理店セールス・オンデマンド
